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国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 第４期中長期目標 新旧対照表（案） 

（主務府省：経済産業省） 

第４期中長期目標（変更案） 第４期中長期目標（現行） 

 

Ⅰ．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

（略） 

 

Ⅱ．中長期目標の期間 

（略） 

 

Ⅲ．研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

第４期中長期目標期間においては、研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上のため、以下のと

おり、上記ミッションを実現するため、１．から６．の業務項目毎に取組を行うものとする。 

また、［削除］ＮＥＤＯの業務活動が、①エネルギーシステム分野、②省エネルギー・環境分野、③

産業技術分野、④新産業創出・シーズ発掘等分野、⑤特定公募型研究開発業務、⑥特定半導体の生産施

設整備等の助成業務及び特定重要物資の安定供給確保支援業務に分類されることから、当該分類を一

定の業務等のまとまりと捉えて「評価単位」とする。評価に当たっては、別紙の評価軸等に基づき実施

するものとする。なお、異分野の技術の融合がますます重要になってきていることを踏まえ、評価単位

の設定による内部の縦割りを助長することのないよう十分留意するとともに、分野横断の視点で全体

を俯瞰しつつ、異分野の技術の融合を図る技術開発マネジメントにも適切に取り組むものとする。 

 

 

１．～４． （略） 

 

５．特定公募型研究開発業務の実施 

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20年法律第 63号）第 27条の２第１項

に規定する特定公募型研究開発業務（特に先進的で緊要な革新的技術の創出のための研究開発等であ

って事業の実施が複数年度にわたり、その事業の実施者を公募により選定するもの。以下同じ。）を実

施する。 

 

① ～②（略） 

 

③グリーンイノベーション基金事業 

グリーン成長戦略の実行計画等を踏まえ、カーボンニュートラル社会に不可欠で、産業競争力の基

盤となる、①電力のグリーン化と電化、②水素社会の実現、③ＣＯ２固定・再利用等の重点分野につ

いて、官民で野心的かつ具体的な 2030年目標（性能・導入量・価格・ＣＯ２削減率等）を共有した

上で、これに経営課題として取り組む企業等に対して、10 年間、研究開発・実証から社会実装まで

を継続して支援する。（以下、略） 

 

Ⅰ．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

（略） 

 

Ⅱ．中長期目標の期間 

（略） 

 

Ⅲ．研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

第４期中長期目標期間においては、研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上のため、以下のと

おり、上記ミッションを実現するため、１．から６．の業務項目毎に取組を行うものとする。 

また、新たに追加される、高性能な半導体（以下「特定半導体」という。）の生産施設整備等の助成

業務を含め、ＮＥＤＯの業務活動が、①エネルギーシステム分野、②省エネルギー・環境分野、③産業

技術分野、④新産業創出・シーズ発掘等分野、⑤特定公募型研究開発業務、⑥特定半導体の生産施設整

備等の助成業務に分類されることから、当該分類を一定の業務等のまとまりと捉えて「評価単位」とす

る。評価に当たっては、別紙の評価軸等に基づき実施するものとする。なお、異分野の技術の融合がま

すます重要になってきていることを踏まえ、評価単位の設定による内部の縦割りを助長することのな

いよう十分留意するとともに、分野横断の視点で全体を俯瞰しつつ、異分野の技術の融合を図る技術開

発マネジメントにも適切に取り組むものとする。 

 

１．～４． （略） 

 

５．特定公募型研究開発業務の実施 

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20年法律第 63号）第 27条の２第１項

に規定する特定公募型研究開発業務（特に先進的で緊要な革新的技術の創出のための研究開発等であ

って事業の実施が複数年度にわたり、その事業の実施者を公募により選定するもの。以下同じ。）を実

施する。 

 

① ～② （略） 

 

③グリーンイノベーション基金事業 

グリーン成長戦略の実行計画を踏まえ、カーボンニュートラル社会に不可欠で、産業競争力の基盤

となる、①電力のグリーン化と電化、②水素社会の実現、③ＣＯ２固定・再利用等の重点分野につい

て、官民で野心的かつ具体的な 2030年目標（性能・導入量・価格・ＣＯ２削減率等）を共有した上

で、これに経営課題として取り組む企業等に対して、10 年間、研究開発・実証から社会実装までを

継続して支援する。（以下、略） 
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第４期中長期目標（変更案） 第４期中長期目標（現行） 

④経済安全保障重要技術育成プログラム事業 

経済財政運営と改革の基本方針及び統合イノベーション戦略 2021を踏まえ、経済安全保障の観点

から、先端的な重要技術に関するニーズを踏まえたシーズを中長期的に育成するプログラムを推進

する。このため、ＮＥＤＯは、令和３年度において、国から交付される補助金により基金を設け、プ

ロジェクトを推進する体制の整備を着実に進める。令和４年度以降は、国の研究開発ビジョンを実現

する研究開発プロジェクトを実施し、技術面での事業推進支援、プロジェクトに付随する調査・分析

等、プロジェクトマネジメントの実施等を担うものとする。研究開発の推進においては、その途中段

階において、目標の達成見通しを適宜確認し、必要に応じて経済産業省等に報告する。 

なお、「特定重要技術の研究開発の促進及びその成果の適切な活用に関する基本指針（令和４年９

月３０日閣議決定）」及び「経済安全保障重要技術育成プログラム研究開発ビジョン（第一次）（令和

４年９月１６日経済安全保障推進会議・統合イノベーション戦略推進会議合同会議決定）」を踏まえ、

事業の推進にあたっては、関係者間での情報管理を徹底した上で必要な機微情報の共有も行いつつ、

産学官が一体となって取り組む。 

 

○目標５．-４ 

【目標】 

ＮＥＤＯは、基金の設置及び関係規程の整備を進め、令和４年度において事業の公募を行うものと

する。 

 

 ⑤ディープテック・スタートアップ支援事業 

  物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策について（令和４年１０月２８日閣議決定）を踏

まえ、スタートアップの事業成長のための資金供給の強化と事業展開を推進するため、革新的な技術

を有し、社会課題解決に資するディープテック分野のスタートアップ企業が行う実用化研究開発、量

産化実証、海外技術実証などを支援する。ＮＥＤＯは、令和４年度において、早期の事業執行に向け

て、国から交付される補助金により基金を設け、関係規程の整備を着実に進める。 

 

○目標５．‐５ 

【目標】 

  ＮＥＤＯは、早期の事業執行に向けて、基金の設置及び関係規程の整備を進めるものとする。 

 

 ⑥バイオものづくり革命推進事業 

物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策について（令和４年１０月２８日閣議決定）を踏

まえ、成長分野における大胆な投資の促進として、多様な原料から微生物等を介して様々な製品を創

り出すバイオものづくりを対象に、実用化研究開発・実証を継続的に支援する。ＮＥＤＯは、経済産

業省が策定する研究開発の計画に従い、事業の進捗管理、研究開発に付随する調査・分析等、研究開

発マネジメントの実施を担うものとする。なお、研究開発の推進においては、その途中段階におい

て、研究開発目標の達成見通しを適宜確認し、必要に応じて所要の改善を行うものとする。ＮＥＤＯ

④経済安全保障重要技術育成プログラム事業 

経済財政運営と改革の基本方針及び統合イノベーション戦略 2021を踏まえ、経済安全保障の観点

から、先端的な重要技術に関するニーズを踏まえたシーズを中長期的に育成するプログラムを推進

する。このため、ＮＥＤＯは、令和３年度において、国から交付される補助金により基金を設け、プ

ロジェクトを推進する体制の整備を着実に進める。令和４年度以降は、国の研究開発ビジョンを実現

する研究開発プロジェクトを実施し、技術面での事業推進支援、プロジェクトに付随する調査・分析

等、プロジェクトマネジメントの実施等を担うものとする。研究開発の推進においては、その途中段

階において、目標の達成見通しを適宜確認し、必要に応じて経済産業省等に報告する。 

なお、運営方針等を踏まえ、令和４年度において、評価軸、評価指標、モニタリング指標を改めて

定める。 

 

 

 

 

○目標５．‐４ 

【目標】 

ＮＥＤＯは、基金の設置及び関係規程の整備を進める。 

 

 

[新設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[新設] 

 

 

 

 

 

 



3 

 

第４期中長期目標（変更案） 第４期中長期目標（現行） 

は、令和４年度において、早期の事業執行に向けて、国から交付される補助金により基金を設け、関

係規程の整備を着実に進める。 

 

○目標５．‐６ 

【目標】 

ＮＥＤＯは、早期の事業執行に向けて、基金の設置及び関係規程の整備を進めるものとする。 

 

６．特定半導体の生産施設整備等の助成業務及び特定重要物資の安定供給確保支援業務の実施 

  ＮＥＤＯは、以下の業務を実施する。 

 ①特定半導体の生産施設整備等の助成業務 

成長戦略実行計画（令和３年６月 18日閣議決定）において、デジタル社会を支える高性能な半導

体の生産拠点について国内立地を促進し確実な供給体制を構築することが必要であることが示され

たことを踏まえ、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律（令和

２年法律第 37号、以下「５Ｇ促進法」という。）に基づいて、特定半導体の生産施設の整備・生産を

支援する計画認定制度が創設された。ＮＥＤＯは、経済産業省と緊密に連携し、５Ｇ促進法第 29条

の規定に基づき、基金を造成して同法の認定を受けた事業者（以下「認定事業者」という。）に対し

て助成金の交付を行い、また、認定事業者に対して貸付けを行う金融機関への利子補給金の支給の業

務を行う。 

○目標６．‐１ 

【目標】 

ＮＥＤＯは、認定事業者が円滑に特定半導体の生産施設の整備・生産を進めることができるよう迅

速かつ正確に助成業務の執行を行うことが期待される。このため、ＮＥＤＯが実施する助成業務につ

いて外部有識者による外部評価を行い、適切に実施しているという評価（２段階評点で上位の区分の

評価）となることを目標とする。 

 

②特定重要物資の安定供給確保支援業務 

  経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（令和４年法律第４３

号。以下「経済安全保障推進法」という。）第 42条第２項の規定に基づき、安定供給確保支援独立行

政法人としてＮＥＤＯが指定されたことを踏まえ、特定重要物資に係る安定供給確保支援業務を行

うことにより、経済安全保障の観点から特定重要物資のサプライチェーンの強靱化に寄与していく

ものとする。 

  ＮＥＤＯは経済産業省と密接に連携し、経済安全保障推進法に基づき安定供給確保に取り組む事

業者に対し、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法（平成１４年法律第１４５

号）第１６条の６に規定する安定供給確保支援基金を造成し、安定供給確保支援業務を行う。 

○目標６．‐２ 

【目標】 

  ＮＥＤＯは、早期の事業執行に向けて、基金の設置及び関係規程の整備を進めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

[新設] 

 

６．特定半導体の生産施設整備等の助成業務の実施 

成長戦略実行計画（令和３年６月 18日閣議決定）において、デジタル社会を支える高性能な半導体

の生産拠点について国内立地を促進し確実な供給体制を構築することが必要であることが示されたこ

とを踏まえ、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律（令和２年法

律第 37号、以下「５Ｇ促進法」という。）に基づいて、特定半導体の生産施設の整備・生産を支援する

計画認定制度が創設された。ＮＥＤＯは、経済産業省と緊密に連携し、５Ｇ促進法第 29条の規定に基

づき、基金を造成して同法の認定を受けた事業者（以下「認定事業者」という。）に対して助成金の交

付を行い、また、認定事業者に対して貸付けを行う金融機関への利子補給金の支給の業務を行う。 

 

○目標６ 

【目標】 

ＮＥＤＯは、認定事業者が円滑に特定半導体の生産施設の整備・生産を進めることができるよう迅

速かつ正確に助成業務の執行を行うことが期待される。このため、ＮＥＤＯが実施する助成業務につ

いて外部有識者による外部評価を行い、適切に実施しているという評価（２段階評点で上位の区分の

評価）となることを目標とする。 

 

[新設] 
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第４期中長期目標（変更案） 第４期中長期目標（現行） 

 

Ⅳ．業務運営の効率化に関する事項 

（略） 

 

Ⅴ．財務内容の改善に関する事項 

（略） 

 

Ⅵ．その他業務運営に関する事項 

（略） 

 

 

（別紙） 

 評価軸 

 

 別添 

 政策体系図 

以 上 

 

 

（別紙）国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構における評価軸 

評価単位 評価項目 評価軸 関連する評価指標、モ

ニタリング指標 

【エネルギーシステ

ム分野】 

 

１．（略） （略） （略） 

２．（略） （略） （略） 

３．（略） （略） （略） 

４．（略） （略） （略） 

【省エネルギー・環

境分野】 

１．（略） （略） （略） 

２．（略） （略） （略） 

３．（略） （略） （略） 

４．（略） （略） （略） 

【産業技術分野】 １．（略） （略） （略） 

２．（略） （略） （略） 

３．（略） （略） （略） 

４．（略） （略） （略） 

【新産業創出・シー

ズ発掘等分野】 

１．（略） （略） （略） 

２．（略） （略） （略） 

３．（略） （略） （略） 

 

Ⅳ．業務運営の効率化に関する事項 

（略） 

 

Ⅴ．財務内容の改善に関する事項 

（略） 

 

Ⅵ．その他業務運営に関する事項 

（略） 

 

 

（別紙） 

 評価軸 

 

 別添 

 政策体系図 

以 上 

 

 

（別紙）国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構における評価軸 

評価単位 評価項目 評価軸 関連する評価指標、モ

ニタリング指標 

【エネルギーシステ

ム分野】 

 

１．（略） （略） （略） 

２．（略） （略） （略） 

３．（略） （略） （略） 

４．（略） （略） （略） 

【省エネルギー・環

境分野】 

１．（略） （略） （略） 

２．（略） （略） （略） 

３．（略） （略） （略） 

４．（略） （略） （略） 

【産業技術分野】 １．（略） （略） （略） 

２．（略） （略） （略） 

３．（略） （略） （略） 

４．（略） （略） （略） 

【新産業創出・シー

ズ発掘等分野】 

１．（略） （略） （略） 

２．（略） （略） （略） 

３．（略） （略） （略） 
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第４期中長期目標（変更案） 第４期中長期目標（現行） 

４．（略） （略） （略） 

【特定公募型研究開

発業務】 

１．（略） （略） （略） 

２．（略） （略） （略） 

３．（略） （略） （略） 

４．経済安全保障重要技

術育成プログラム事業 

○国から交付される補

助金による基金を設置

し、関係規程の整備を

進め、事業の公募が進

捗したか。 

・基金の設置、関係規

程の整備、事業の公募

の進捗（評価指標） 

５．ディープテック・スタ

ートアップ支援事業 

○国から交付される補

助金により基金を設置

し、関係規程の整備が

進捗したか。 

・事業の早期執行に向

けた基金の設置及び関

係規程の整備の進捗

（評価指標） 

６．バイオものづくり革

命推進事業 

○国から交付される補

助金により基金を設置

し、関係規程の整備が

進捗したか。 

・事業の早期執行に向

けた基金の設置及び関

係規程の整備の進捗

（評価指標） 

【特定半導体の生産

施設整備等の助成業

務及び特定重要物資

の安定供給確保支援

業務】 

１．特定半導体の生産施

設整備等の助成業務 

○ＮＥＤＯが特定半導

体の生産施設整備等の

助成業務を適切に行っ

ているか。 

・外部有識者による外

部評価の評点（評価指

標） 

・認定事業者の交付申

請から交付決定までの

期間や支払い請求から

支払いまでの期間（事

業執行の迅速性）、助成

金・利子補給金の交付

状況（事業執行の正確

性）（モニタリング指

標） 

 ２．特定重要物資の安定

供給確保支援業務 

○国から交付される補

助金により基金を設置

し、関係規程の整備が

進捗したか。 

・事業の早期執行に向

けた基金の設置及び関

係規程の整備の進捗（評

価指標） 

（注）上記に加え、必要な詳細事項については中長期計画において定めるものとする。 

 

４．（略） （略） （略） 

【特定公募型研究開

発業務】 

１．（略） （略） （略） 

２．（略） （略） （略） 

３．（略） （略） （略） 

４．経済安全保障重要技

術育成プログラム事業 

 

 

 

○国から交付される補

助金による基金を設置

し、研究開発を推進す

る体制の整備が進捗し

たか。 

・基金の設置及び研究

開発を推進する体制の

整備の進捗（評価指標） 

・関係規程の整備状況

（モニタリング指標） 

[新設] 

 

 

 

  

[新設] 

 

 

 

  

【特定半導体の生産

施設整備等の助成業

務】 

［新設］ ○ＮＥＤＯが特定半導

体の生産施設整備等の

助成業務を適切に行っ

ているか。 

・外部有識者による外

部評価の評点（評価指

標） 

・認定事業者の交付申

請から交付決定までの

期間や支払い請求から

支払いまでの期間（事

業執行の迅速性）、助成

金・利子補給金の交付

状況（事業執行の正確

性）（モニタリング指

標） 

 ［新設］ 

 

 

 

  

（注）上記に加え、必要な詳細事項については中長期計画において定めるものとする。 
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